
 

 

 

 

宮崎県における男女共同参画の 

現状と課題について  

資料１ 



 
 

 

 

 

 

現状① 男女の平等感 

 

 

 

○ 生活や職場等様々な場面で、男性優遇と感じている人の割合が高い。 

「政治の場」、「社会通念・慣習・しきたりなど」では、特にその割合が高い。 

一方、「学校の場」では平等感を持つ人が多い。（図表１－１） 

 

 

○ 「社会全体」の項目における男女の平等感に近年大きな変化はない。（図表１－２） 

 

 

 

○ 男女別に見ると、平等感を持つ人の割合は、女性では１１．５％、男性では１９．６％ 

であり、差が見られる。（図表１－３） 

 

 

 

課題 

 

 様々な分野において、男性優遇となっている要因がなくなっていくよう男女共同参画を

促進していく必要がある。 

 また、あらゆる世代の人々が、男女共同参画の推進に向けた意識改革が進むよう広報・

啓発活動に取り組む必要がある。  

１ 男女共同参画に関する意識 

全国（令和元年度）：男性優遇 74.1%  平等 21.2%  女性優遇 3.1% 
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資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年） 

 

図表１－２ 男女の平等感（時系列） 

 

資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 平成 12 年～令和２年） 

 

 
資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年） 

  

図表１－１ 男女の平等感（各場面） 

図表１－３ 男女の平等感（社会全体・性別） 

(年) 
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現状② 男女の固定的役割分担意識 

 

 

○ 「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」というような性別によって役割を 

固定する考え方について、反対する人の割合が上昇する傾向が続いている。 

また、全国値よりも高い。（図表２－１） 

 

 

 

○ 男女別に見ると、「反対」と答えた女性は６６．８％、 

 男性は５７．８％であり、差が見られる。（図表２－２） 

 

 

○ 家事、育児の夫婦の現状は７～８割が「主に妻」が分担しており、理想と大きく開き

がある。（図表３） 

 

 

 

課題 

 

 「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」というような固定的な性別役割分担

意識に対しては反対する人が増加しているが、女性が家事・育児を分担している割合が高

い現状となっている。 

今後も固定的な性別役割分担意識の解消に向けた広報・啓発を推進していき、男性も家

事・育児等が分担しやすくするために、仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現のための取組を進めていく必要がある。 

  

全国（令和元年度）：賛成 35.0%  反対 59.8%  どちらともいえない 5.2% 
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図表２－１ 男女の役割分担意識についての考え方（時系列） 

 

資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 平成 12 年～令和２年） 

 
※ 平成 22 年までの設問は「男は仕事、女は家庭という考え方についてあなたはどう思いますか。」であったが、前回 

（27 年）調査より「『男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである』というような性別によって役割を固定する（決 

めつける）考え方について、あなたはどう思いますか。」に変更している。 

※ 全国調査については、選択肢に「わからない」がある。 

資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年） 

 

図表３ 夫婦の役割分担の理想と現状 

 

資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年）  

図表２－２ 男女の役割分担意識についての考え方（性別） 

(年) 
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現状 

 

○ 全国的にも女性労働力率は上昇し、結婚・出産期に当たる 30 代に一旦低下し、育児が

落ち着いた時期に再び上昇する、いわゆる「M字カーブ」は解消に向かっており、本県は

さらに M字カーブの底が浅くなっている。（図表４） 

 

○ パート、アルバイトなどの非正規雇用労働者の割合は、男女ともに増加傾向にあるが、

特に女性は、非正規雇用労働者の割合が正規労働者を大きく上回っており、男女間の格

差が生じている。（図表５） 

 

○ 男性育児休業取得率は増加しているものの、男性片働き世代が多い時代に形成された、 

長時間労働や転勤等を当然とするいわゆる「男性中心型労働慣行」が依然として根付い 

ており、男性の家事・育児・介護等への参画を困難にしている。（図表６） 

 

○ 女性の就業に対する意識については、「就労継続型（ずっと職業を持っている方がよい）」

を支持する人が最も多く、次いで「中断再就職型（子どもができたら仕事をやめ、大き

くなったら再び仕事を持つ方がよい）」となっている。 

  過去の推移を見ると、「就労継続型」を支持する割合と、「中断再就職型」を支持する

割合が大きく入れ変わっている。（図表７） 

 

課題 

 

○ 働きたい人が、出産・育児・介護等を理由に離職することなく、個別の事情等に応じ

た多様かつ柔軟な働き方を選択できるよう就業環境の整備に取り組む必要がある。 

 

○ 女性の非正規雇用規労働者の割合が高いことが、女性の貧困や男女間の格差の一因に

なっているとの問題もあるため、非正規雇用労働者について、正規雇用転換への取組や、

待遇改善など適正な労働条件の確保等が必要である。 

 

○ 男女ともに仕事と家庭の両立に向け、ワーク・ライフ・バランスの実現等が重要であ

り、男性の育児休業取得の促進や長時間労働といった「男性中心型労働慣行」の見直し

などを進めていく必要がある。 

  

２ 女性の就業環境 
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図表４ 女性の年齢階級別労働力率（宮崎県） 

資料：総務省「国勢調査」 

 

図表５ 雇用形態 

 

資料：総務省「就業構造基本調査」 

 

図表６ 男性の育児休業取得率         図表７ 女性の就業についての意識 

 
資料：県雇用労働政策課「労働条件等実態調査」      資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県） 

図表６ 県内民間事業所における 

育児休業取得率 

(年) 

(年) (年) 
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現状① 審議会等の状況 

 

 

 

○ 県の審議会等における女性委員の登用率は、国の登用率や全国各都道府県平均（令和

元年度３７．０％）を大きく上回っている。（図表８） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 市町村の審議会等の女性委員の登用率は全国の市町村平均を下回っており（広域の審

議会等を含んだ登用率で比較したとき、令和２年度全国平均 27.1.％、本県 24.8%）、 

また、市町村間での格差も見られる。（図表８、図表９） 

 

 

 

 

 

 

 

課題 

 

○ 県では、みやざき男女共同参画プランにおいて女性委員の登用目標を設定し、「男女共 

同参画推進会議」で推進状況を確認するなど女性委員登用率の向上に向け全庁的に取り 

組み、一定の成果をあげている。 

 

○ 市町村においては、女性委員の登用率が伸び悩んでいること、また、市町村間での格 

差も見られることから、県のこれまでの取組内容や必要な情報を積極的に提供し、市町 

村への支援、働きかけを行っていく必要がある。 

３ 政策決定への女性の参画 

全国５位（令和元年度末現在） 

１位 徳島県（56.6%） ２位 山形県（52.5%） ３位 島根県（47.2%） 

４位 山口県（46.5%） ５位 宮崎県（45.9%） 

全国３５位（２年４月１日現在） 
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図表８ 審議会等における女性委員割合の推移 

 

資料：内閣府、県生活・協働・男女参画課調べ 

（各年度 国は９月３０日現在、県は３月３１日現在、市町村は４月１日現在。） 

 

図表９ 市町村審議会における女性委員の割合（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府、県生活・協働 

・男女参画課調べ 
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現状② 県及び市町村における管理職登用の状況 

 

 

 

○ 県の管理職（課長級以上職）における女性職員の割合は、増加傾向にあるが、全国都 

道府県平均を下回って推移している。（図表１０） 

 

 

 

 

 

 

○ 市町村管理職における女性職員の割合は、全国市町村平均を下回って推移しており、 

また、市町村間での格差も見られる。 

（図表１０、図表１１） 

 

 

 

 

 

 

課題 

 

○ 女性管理職が少ない理由として、管理職候補となる世代の女性職員が少なく、同年代 

の職員数に占める女性の割合が低いことがあげられるが、副主幹（係長相当）および採 

用者数に占める女性の割合は増加していることから、今後も女性職員の割合に応じた管 

理職登用を図るため、働きやすい職場環境づくりや企画・管理部門をはじめとする主要 

なポストへの女性職員の配置などにより、将来登用できる人材を育成していく必要があ 

る。 

 

○ 市町村では、女性管理職の割合に差が見られ、女性管理職がいない市町村もあるた 

め、住民生活に密着した政策・方針決定過程の場に参画する女性職員の登用を促進して 

いく必要がある。 

  

全国４５位（令和２年４月１日現在） 

全国４５位（令和２年４月１日現在） 
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図表１０ 県及び市町村職員管理職（課長級以上）への女性登用状況 

 

資料：内閣府、県生活・協働・男女参画課調べ（各年４月１日現在） 

 

図表１１市町村の女性管理職（課長級以上職）の割合（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府、県生活・協働・男女 

参画課調べ  
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現状③ その他 

 

 

○ 議会における女性議員の割合については、県議会、市町村議会ともに、全国平均を下 

回って推移している。（図表１２） 

 

 

 

 

 

○ 県内の管理的職業従事者（会社役員、会社管理職員、管理的公務員等）に占める女性

の割合は年々増加しており、全国とほぼ同じ割合で推移している。（図表１３） 

 

 

 

 

○ 自治会長に占める女性の割合については、全国平均を下回って推移している。 

（図表１４） 

 

 

 

課題 

 

 

 様々な分野での方針決定等の過程に女性の参画が十分に進んでいない状況であるため、

女性の能力発揮への支援や人材確保を図るとともに、社会全体の意識改革、市町村や団体

等への働きかけなどにより、女性の参画をさらに拡大する必要がある。 

 

  

県議会   全国２４位（令和元年１２月３１日現在） 

市町村議会 全国２４位（令和元年１２月３１日現在） 

全国２２位（平成２７年国勢調査） 

全国３０位（令和２年４月１日現在） 
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図表１２ 県及び市町村議会への女性登用状況 

 

資料：内閣府調べ（各年１２月末現在） 

 

図表１３ 管理的職業従事者に占める女性の割合 

 
資料：総務省「国勢調査」 

 

図表１４ 自治会長に占める女性割合 

資料：県生活・協働・男女参画課調べ  

(年) 
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現状 

 

○ 女性の３割強、男性の２割強が夫・妻・恋人から何らかの暴力を受けた経験がある。 

 （図表１５） 

 

○ 夫・妻・恋人から暴力を受けたとき、「どこ（だれ）にも相談しなかった」人が 53.1% 

にのぼる。（図表１６） 

 

○ 配偶者等から暴力を受けたとき、「どこ（だれ）にも相談しなかった」理由として、女 

性は、「相談するほどのことでもないと思ったから」が 36.5.%と最も高く、次いで「だれ 

にも言えなかったから」が 25.2%、「自分さえがまんすれば、なんとかこのままやってい 

けると思ったから」が 24.3%となっており、一人で問題を抱え込んでいる。 

 

○ ＤＶに関する相談件数は、年々増加している。（図表１７） 

 

 

 

 

課題 

 

○ 女性に対する暴力は、重大な人権侵害であるため、県民の意識を高め、女性への暴力 

を許さない意識を醸成するために、広報・啓発活動を推進するとともに、相談体制の充 

実や相談機関の周知を図る必要がある。 

 

○ 被害者の支援対策のため、警察や女性相談所など関係機関や民間団体が連携し、暴力 

根絶に向けた環境づくりを推進する必要がある。 

 

  

 

 

  

４ 女性に対する暴力 
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図表１５ 夫・妻・恋人から暴力を受けた経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年） 

 

図表１６ 配偶者からの暴力を受けたときの相談先 

   
資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年） 

 

図表１７ ＤＶ相談件数 

 

相談先の内訳 (%)

友人・知人に相談した 26.1

家族に相談した 23.6

警察に連絡・相談した 3.3

医師に相談した 1.7

男女共同参画センターに相談した 1.1

その他の公的な機関に相談した 1.1

人権擁護委員に相談した（法務局、地

方法務局の人権相談窓口を含む）
0.8

民間の機関（弁護士会、民間シェル

ターなど）に相談した
0.8

女性相談所、女性相談員に相談した 0.6

その他 1.9
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 男女共同参画社会を実現するために県がすべきこととして、「働きやすい職場環境の整備」 

が７割弱と最も高くなっている。 

また、「学校教育における男女平等教育の推進」、「保育・介護に関する福祉の充実」を期 

待する人も４割を超えており、主に労働、学校教育、保育・介護において男女共同参画の

推進に力を入れるべきであると考える人の割合が高くなっている。（図表１８） 

 

 

 

 

図表１８ 「男女共同参画社会」を実現するために県がすべきこと 

 

資料：「男女共同参画社会づくりのための県民意識調査」（宮崎県 令和２年） 

５ 男女共同参画社会の実現のために県民が期待する施策 
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